
















































































































































































































































































































































取 GL では製造分野における LNG 基地の第三者利
用に関する記述が追加されている。なお、自由料金










































JX 統合は JGE・EG との間にそれぞれ結合関係が
形成されることとなり、日本全国および各地域ブ





























































































































































































































































































































































































センター等の HP 情報、石油情報センター HP の
LPG 価格情報等）を得て更新できるよう措置され
ているとしても、事前の知識水準格差等の影響によ
り当該更新を適切に行える一般消費者ばかりではな
29）	公取委「規制分野に対する競争政策の唱道活動について」（平成18年6月16日）。
30）	閣議決定「未来投資戦略2017−Society	5.0の実現に向けた改革」（平成29年6月9日）。
31）	参照、増島雅和「シェアリングエコノミーの主要な特性と競争政策への示唆」ジュリスト 1508号28頁以下（2017年7月）。
32）	電気通信事業で、供給側の制度改革は昭和60年に始まり、利用者保護法令の導入は平成16年（提供条件の説明および苦情等処理義
務）、同27年（契約後の書面交付義務、初期契約解除制度、不実告知等禁止、勧誘継続行為禁止、代理店に対する指導等措置義務等）
であった。
33）	参照、消費者庁「打消し表示に関する実態調査報告書」（平成29年7月）。
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い 34）。そこで、かりに上記格差が有意であると認
められるならば、単に追加的な情報やその所在を提
示等するだけでなく、②消費者教育等を通じて、一
般消費者のうち脆弱な消費者が追加情報を更新に
いっそう生かせるよう促す手立てが重要になる。さ
らに、エネルギー小売取引では一般消費者が「隠れ
た不利益」が存在することを認知せず、自分が不合
理な選択・スイッチしたと認めたくない防御的心
理が事後に働き得る点を踏まえて 35）、今後、③消
費者苦情とその処理およびそれらの評価、公私のア
ンケート調査等に基づき、問題のある市場とそこで
の小売事業者の取引慣行を実証的・分析的に洗い
出すとともに（スクリーニング）、認知心理学や消
費者行動論等の知見も踏まえ、問題のタイプ、不利
益の性質と程度、発生の理路・メカニズム等を正
確に理解したうえ必要に応じて政策介入を追加する
ことも展望される。
■	おわりに
本稿を通じて、システム改革における一般消費者
の利益保護制度を事業横断的・競争政策的に俯瞰
するとき、①供給契約の締結前・締結過程・継続時・
スイッチングの段階で小売事業者と一般消費者の間
の情報の質および量並びに交渉力の格差に着目し、
一般消費者に帰責することは適切でない、競争問題
を含む構造的な小売事業者による利益侵害行為防止
のため、今後いっそう独禁法・景表法的思考の参
照が重要になること、②単にエネルギー小売市場に
おける独禁法運用だけでなく、その川上市場や隣接
ないし ICT 等と結合して新興する諸市場を含む広
く相互連関するエネルギー・ビジネス・エコシス
テムにおける競争問題を観察することが重要になる
ことが示された 36）。今後の課題である。
追記　本稿を、今年度末で本学教授をご退職される
根岸哲先生に謹んでお捧げ申し上げます。
34）	参照、行本雅・村上佳世「市場の公平性と消費者政策」KIER	Discussion	Paper,	No.1013（2010）.
35）	OECD,	Consumer	Policy	Toolkit,	July	09,	2010.	p.54. によれば、エネルギー供給契約を変更した一般消費者の 32％が、同等サー
ビスに対して支払う料金が上がる結果となっていた。
36）	参照、エネルギー・ビジネス・エコシステムにおける今後の独禁法・競争政策上の課題につき、拙稿「ビッグデータと競争政策─
単独行為規制を中心に」公正取引806号9頁以下。
